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防衛省訓令第５８号

防衛省の職員の給与等に関する法律施行令（昭和２７年政令第３６８号）第６条の１２第２項、第

６条の１４第２項及び第３項（第６条の１４の２第２項及び第６条の１５第２項において準用する場

合を含む。）、第６条の１７並びに第６条の１９の規定に基づき、防衛省の職員の昇給の基準等に関

する訓令を次のように定める。

平成２８年９月２６日

防衛大臣 稲田 朋美

改正 平成２９年 ３月２９日防衛省訓令第１８号

改正 令和 ５年１０月１８日防衛省訓令第９７号

防衛省の職員の昇給の基準等に関する訓令

防衛省の職員の昇給の基準等に関する訓令（平成１８年防衛庁訓令第６４号）の全部を改正する。

（趣旨）

第１条 この訓令は、防衛省の職員（一般職に属する職員を除く。以下「職員」という。）の昇給の

基準その他職員の昇給に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。

⑴ 訓戒等 訓戒等に関する訓令（昭和３１年防衛庁訓令第３３号）第２条第１項に規定する訓戒

及び同条第２項に規定する注意をいう。

⑵ 昇給権者 任命権に関する訓令（昭和３６年防衛庁訓令第４号）の定めるところにより職員の

昇給を行う者及び防衛装備庁長官をいう。

⑶ 評価終了日 防衛省の職員の給与等に関する法律施行令（以下「令」という。）第６条の１１

に規定する昇給日（以下単に「昇給日」という。）の属する年の前年の９月３０日をいう。

⑷ 能力評価 人事評価に関する訓令（平成２８年防衛省訓令第５６号）第５条第３項の規定によ

る定期評価における能力評価をいう。

⑸ 業績評価 人事評価に関する訓令第５条第４項の規定による定期評価における業績評価をいう。

⑹ 全体評語 人事評価に関する訓令第６条第１項に規定する全体評語をいう。

⑺ 第１号職員 令第６条の１４第１項第１号に掲げる職員、令第６条の１４の２第１項第１号に

掲げる昇給抑制等年齢職員及び令第６条の１５第１項第１号に掲げる専門スタッフ職員をいう。

⑻ 第２号職員 令第６条の１４第１項第２号に掲げる職員、令第６条の１４の２第１項第２号に

掲げる昇給抑制等年齢職員及び令第６条の１５第１項第２号に掲げる専門スタッフ職員（職務の

級が４級の専門スタッフ職員にあっては、同項各号列記以外の部分に規定する勤務成績が特に良

好である専門スタッフ職員）をいう。

⑼ 第３号職員 令第６条の１４第１項第３号に掲げる職員、令第６条の１４の２第１項に規定す

る勤務成績が良好である昇給抑制等年齢職員及び令第６条の１５第１項第３号に掲げる専門スタ

ッフ職員（職務の級が３級以上の専門スタッフ職員にあっては、同項各号列記以外の部分に規定

する勤務成績が良好である専門スタッフ職員）をいう。

⑽ 第４号職員 令第６条の１４第１項第４号に掲げる職員、令第６条の１４の２第１項に規定す

る勤務成績がやや良好でない昇給抑制等年齢職員及び令第６条の１５第１項に規定する勤務成績

がやや良好でない専門スタッフ職員をいう。

⑾ 第５号職員 令第６条の１４第１項に規定する勤務成績が良好でない職員、令第６条の１４の

２第１項に規定する勤務成績が良好でない昇給抑制等年齢職員及び令第６条の１５第１項に規定

する勤務成績が良好でない専門スタッフ職員をいう。

⑿ 降任 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第４６条第１項の規定による降任をいう。

⒀ 停職 自衛隊法第４６条第１項の規定による停職をいう。

⒁ 減給 自衛隊法第４６条第１項の規定による減給をいう。
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⒂ 戒告 自衛隊法第４６条第１項の規定による戒告をいう。

（平２９省訓１８・一部改正）

（防衛大臣の定める事由）

第３条 令第６条の１２第２項に規定する防衛大臣の定める事由は、訓戒等（その対象となった事実

の勤務成績に及ぼす影響の程度が軽微であると認められるものを除く。）を受けたこととする。

（昇給の基準）

第４条 昇給権者は、評価終了日以前における直近の能力評価及び直近の連続した２回の業績評価の

全体評語（以下この条において「昇給評語」という。）がある職員について、当該職員が次の各号

に掲げる職員のいずれに該当するかに応じ、当該各号に掲げる職員の区分に決定するものとする。

⑴ 昇給評語がいずれも「良好」の段階以上である職員（直近の能力評価の全体評語が「優良」の

段階以上であり、かつ、直近の連続した２回の業績評価の全体評語がいずれも「良好」の段階で

ある職員及び直近の能力評価の全体評価が「良好」の段階である職員にあっては、遠隔の地その

他生活の著しく不便な地に所在する官署に異動し相当の期間勤務することとなったものその他の

公務に対する貢献が顕著であると認められるものに限る。）のうち、勤務成績が極めて良好又は

特に良好であるもの 第１号職員又は第２号職員

⑵ 前号、次号及び第４号に掲げる職員以外の職員のうち、勤務成績が良好であるもの 第３号職

員

⑶ 昇給評語のいずれかが「やや不十分」の段階以下である職員のうち、勤務成績がやや良好でな

いもの 第４号職員

⑷ 昇給評語のいずれかが「やや不十分」の段階以下である職員のうち、勤務成績が良好でないも

の 第５号職員

２ 昇給権者は、職員が国際機関又は民間企業に派遣されていたこと等の事情により、昇給評語の全

部若しくは一部がない場合又は昇給評語を付された時において、人事評価に関する訓令第６条第２

項第１号若しくは第２号に掲げる職員であった場合には、前項の規定にかかわらず、当該職員の人

事評価の結果及び勤務成績を判定するに足りると認められる事実に基づき、同項各号に掲げる職員

の区分のいずれかに決定するものとする。

３ 昇給権者は、職員が次の各号のいずれかに掲げる職員に該当する場合には、前２項の規定にかか

わらず、当該各号に掲げる職員の区分に決定するものとする。

⑴ 次に掲げる職員（第１項第４号に掲げる職員、前項の規定により第５号職員に該当する職員及

び次号に掲げる職員を除く。） 第４号職員

イ 評価終了日以前１年間（当該期間の中途において新たに職員となった者にあっては、新たに

職員となった日から評価終了日までの期間。以下この項及び第７項において「基準期間」とい

う。）において、戒告の処分（次号イに規定するものを除く。）を受けた職員

ロ 基準期間において、前条に規定する事由に該当した職員

ハ 基準期間において、イに規定する処分を受けることが相当とされる行為をした職員

ニ 評価終了日の翌日から昇給日の前日までの間において、イからハまでに掲げる職員となり、

防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和２７年法律第２６６号。以下「法」という。）第５

条第２項において準用する一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号。以下

「一般職給与法」という。）第８条第６項後段の規定の適用を受けることとなった職員

⑵ 次に掲げる職員 第５号職員

イ 基準期間において、降任の処分、停職の処分、減給の処分又は戒告の処分（その対象となっ

た事実の勤務成績に及ぼす影響の程度が著しいと認められるものに限る。）を受けた職員

ロ 基準期間において、イに規定する処分を受けることが相当とされる行為をした職員

ハ 評価終了日の翌日から昇給日の前日までの間において、イ又はロに掲げる職員となり、法第

５条第２項において準用する一般職給与法第８条第６項後段の規定の適用を受けることとなっ

た職員

４ 昇給権者は、前項第１号イ又は同項第２号イに掲げる職員で、前年以前の昇給日においてこれら

の規定に掲げる処分の直接の対象となった事実に基づき同項第１号又は第２号に掲げる職員の区分
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に決定された職員（次項に掲げる者を除く。）について、相当と認めるときは、これらの規定に掲

げる職員に該当しないものとして取り扱うことができる。

５ 昇給権者は、第３項第１号イからハまで又は同項第２号イ若しくはロに掲げる職員で、前年の昇

給日において法第５条第２項において準用する一般職給与法第８条第６項後段の規定により第３項

第１号又は第２号に掲げる職員の区分に決定された職員について、相当と認めるときは、これらの

規定に掲げる職員に該当しないものとして取り扱うことができる。

６ 昇給権者は、第３項各号に掲げる職員について、その者の勤務成績を総合的に判断した場合に同

項各号に掲げる職員の区分に決定することが著しく不適当であると認められるときは、同項各号の

規定にかかわらず、あらかじめ防衛大臣の承認を得て、同項第１号に掲げる職員を第３号職員に、

同項第２号に掲げる職員を第３号職員又は第４号職員に決定することができる。

７ 昇給権者は、職員が次の各号のいずれかに掲げる職員に該当する場合には、第１項から前項まで

の規定にかかわらず、当該各号に掲げる職員の区分に決定するものとする。

⑴ 防衛大臣が別に定める事由以外の事由によって基準期間の６分の１に相当する期間の日数以上

の日数を勤務していない職員（第１項第４号に掲げる職員、第２項の規定により第５号職員に該

当する職員並びに第３項第２号及び次号に掲げる職員を除く。） 第４号職員

⑵ 防衛大臣が別に定める事由以外の事由によって基準期間の２分の１に相当する期間の日数以上

の日数を勤務していない職員 第５号職員

８ 昇給権者は、前項の規定により職員の区分を決定することとなる職員について、その者の勤務成

績を総合的に判断した場合に当該職員の区分に決定することが著しく不適当であると認められると

きは、同項の規定にかかわらず、あらかじめ防衛大臣の承認を得て、同項第１号に掲げる職員を第

３号職員に、同項第２号に掲げる職員を第３号職員又は第４号職員に決定することができる。

（平２９省訓１８・一部改正、令５省訓９７・一部改正）

（第１号職員又は第２号職員の割合等）

第５条 前条の規定により職員の区分を決定する職員の総数に占める第１号職員又は第２号職員の区

分に決定する職員の数の割合は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合以下とする。

⑴ 次に掲げる職員 第１号職員にあっては１００分の１０、第２号職員にあっては１００分の３

０

イ 行政職俸給表㈠の適用を受ける職員でその職務の級が７級以上であるもの

ロ 令第６条の１３各号に掲げる職員

ハ 専門スタッフ職俸給表の適用を受ける職員でその職務の級が２級以上であるもの

⑵ 前号、次号及び第４号に掲げる職員以外の職員 第１号職員にあっては１００分の５、第２号

職員にあっては１００分の２０

⑶ 次に掲げる職員（期末手当及び勤勉手当に関する訓令（平成２年防衛庁訓令第４７号）第１条

各項に該当する職員を除く。） １００分の２０（そのうち第１号職員にあっては、１００分の

５）

イ 自衛隊教官俸給表の適用を受ける職員でその職務の級が１級であるもの

ロ 行政職俸給表㈠の適用を受ける職員でその職務の級が２級以下であるもの

ハ 行政職俸給表㈡の適用を受ける職員でその職務の級が１級であるもの

ニ 教育職俸給表㈠の適用を受ける職員でその職務の級が１級であるもの

ホ 研究職俸給表の適用を受ける職員でその職務の級が２級以下であるもの

ヘ 医療職俸給表㈠の適用を受ける職員でその職務の級が１級であるもの

ト 医療職俸給表㈡の適用を受ける職員でその職務の級が２級以下であるもの

チ 医療職俸給表㈢の適用を受ける職員でその職務の級が２級以下であるもの

リ 自衛官俸給表の適用を受ける職員でその階級が准陸尉、准海尉又は准空尉以下であるもの（

次号に掲げる職員を除く。）

⑷ 自衛隊法第３６条の規定により任用期間を定めて任用されている職員 第１号職員にあっては

１００分の２、第２号職員にあっては１００分の６

２ 一の昇給日において前条の規定により第１号職員又は第２号職員に決定する職員の昇給の号俸数

の合計は、昇給日における職員の定員、前項に定める割合等を考慮して防衛大臣が定める号俸数を
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超えてはならない。

（防衛大臣の定める数等）

第６条 令第６条の１４第２項（令第６条の１４の２第２項及び第６条の１５第２項において準用す

る場合を含む。次項において同じ。）に規定する防衛大臣の定める数は、次の各号に掲げる職員の

区分に応じ、当該各号に掲げる数とする。

⑴ 次号から第４号までに掲げる職員以外の職員 ４

⑵ 行政職俸給表㈠の適用を受ける職員でその職務の級が７級以上であるもの及び令第６条の１３

各号に掲げる職員（次号に掲げる職員を除く。） ３

⑶ 令第６条の１４の２第１項に規定する昇給抑制等年齢職員及び専門スタッフ職俸給表の適用を

受ける職員でその職務の級が３級以上であるもの ０

⑷ 専門スタッフ職俸給表の適用を受ける職員でその職務の級が２級であるもの １

２ 令第６条の１４第２項に規定する防衛大臣の定める職員は、前年の昇給日後に新たに職員となり

初任給として受けるべき号俸を決定された職員又は昇給日後に令第６条の６第４項若しくは第５項

、第６条の９若しくは第６条の１０の規定により号俸を決定された職員であって、当該号俸の決定

に係る事情等を考慮した場合に、その者の昇給の号俸数を令第６条の１４第２項に規定する相当す

る号俸数とすることが部内の他の職員との均衡を著しく失すると認められるものとし、これらの職

員に係る同項に規定する防衛大臣の定める号俸数は、第４条の規定を適用した場合において決定さ

れる職員の区分に応じ、令第６条の１４第１項各号、第６条の１４の２第１項各号又は第６条の１

５第１項各号に定める号俸数を超えない範囲内で、部内の他の職員との均衡を考慮して決定する号

俸数とする。

３ 令第６条の１４第３項（令第６条の１４の２第２項及び第６条の１５第２項において準用する場

合を含む。）に規定する防衛大臣の定める異動は、令第６条の１０の規定により号俸の決定が行わ

れる異動とする。

（平２９省訓１８・一部改正）

（研修等による昇給）

第７条 令第６条の１７に規定する研修は、あらかじめ防衛大臣が内閣総理大臣と協議して指定する

教育訓練課程とし、当該教育訓練課程の成績が特に良好であると認められる場合における同条に規

定する防衛大臣の定める日は、当該教育訓練課程の成績が認定された日から同日の属する月の翌月

の初日までの日とする。

２ 令第６条の１７に規定する防衛大臣が定める場合は、次の各号に掲げる場合とし、当該場合にお

ける同条に規定する防衛大臣の定める日は、当該各号に掲げる日とする。

⑴ 組織、編成若しくは定員の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じたことにより退職す

る場合 退職の日

⑵ 生命をとして職務を遂行し、そのため危篤となり、又は著しい障害の状態となった場合その他

特に必要があると認められる場合（あらかじめ防衛大臣の承認を得たものに限る。） 防衛大臣

が承認の都度定める日

（記録等）

第８条 昇給権者は、職員の昇給の実施状況を適切に記録しなければならない。

２ 昇給権者は、第４条の規定により職員を第４号職員又は第５号職員に決定した場合には、当該職

員に対してその根拠となる規定を文書で通知するものとする。

（委任規定）

第９条 防衛大学校長、防衛医科大学校長、防衛研究所長、統合幕僚長、陸上幕僚長、海上幕僚長、

航空幕僚長、情報本部長、防衛監察監、地方防衛局長及び防衛装備庁長官は、この訓令を実施する

ため必要な事項について別に定めることができる。

附 則（抄）
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（施行期日）

第１条 この訓令は、平成２９年１０月１日から施行する。

附 則（平成２９年３月２９日防衛省訓令第１８号）

この訓令は、平成２９年１０月１日から施行する。

附 則（令和５年１０月１８日防衛省訓令第９７号）

この訓令は、公布の日から施行する。


